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（３）令和５年度における１人当たりの平均年収（賞与・一時金を含む）の引上げ率 

 

【① 全ての国内雇用者】 

大企業の引上げ率と比較すると、「3％以上～3.5％未満の増加」は中堅企業の方が大企業よりも 7.5ポイ

ント高い。 

 

（大企業 再掲） 

 

（中堅企業） 

 

  

n=139（上段：実数、下段：％）

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

5 10 13 12 12 6 7

3.6 7.2 9.4 8.6 8.6 4.3 5.0

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

6 10 4 13 7 6 3

4.3 7.2 2.9 9.4 5.0 4.3 2.2

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

4 3 2 0 6 4 6

2.9 2.2 1.4 0.0 4.3 2.9 4.3

n=921(上段：実数、下段：％)

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

41 49 100 64 83 86 115

4.5 5.3 10.9 6.9 9.0 9.3 12.5

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

60 64 46 41 25 25 12

6.5 6.9 5.0 4.5 2.7 2.7 1.3

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

10 15 14 6 8 4 53

1.1 1.6 1.5 0.7 0.9 0.4 5.8
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【③ 継続雇用者】 

大企業の引上げ率と比較すると、「3％以上～3.5％未満の増加」は中堅企業の方が大企業よりも 2.4ポイ

ント高い。 

 

（大企業 再掲） 

 

（中堅企業） 

 

  

n=143（上段：実数、下段：％）

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

2 4 8 11 6 6 12

1.4 2.8 5.6 7.7 4.2 4.2 8.4

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

8 10 10 10 6 6 7

5.6 7.0 7.0 7.0 4.2 4.2 4.9

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

6 6 1 5 5 3 11

4.2 4.2 0.7 3.5 3.5 2.1 7.7

n=877(上段：実数、下段：％)

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

35 37 82 63 68 74 95

4.0 4.2 9.4 7.2 7.8 8.4 10.8

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

61 65 50 52 27 25 15

7.0 7.4 5.7 5.9 3.1 2.9 1.7

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

9 16 15 9 11 8 60

1.0 1.8 1.7 1.0 1.3 0.9 6.8
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（３）令和６年度における１人当たりの平均年収（賞与・一時金を含む）の引上げ率 

 

【① 全ての国内雇用者】 

大企業の引上げ率と比較すると、「3％以上～3.5％未満の増加」は中堅企業の方が大企業よりも 3.2ポイ

ント高い。 

 

（大企業 再掲） 

 

（中堅企業） 

 

  

n=160（上段：実数、下段：％）

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

3 2 9 6 11 6 12

1.9 1.3 5.6 3.8 6.9 3.8 7.5

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

11 15 7 12 9 12 1

6.9 9.4 4.4 7.5 5.6 7.5 0.6

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

11 7 2 6 3 2 13

6.9 4.4 1.3 3.8 1.9 1.3 8.1

n=891(上段：実数、下段：％）

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

38 41 59 76 64 74 95

4.3 4.6 6.6 8.5 7.2 8.3 10.7

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

51 73 47 64 25 21 22

5.7 8.2 5.3 7.2 2.8 2.4 2.5

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

28 17 17 15 9 4 51

3.1 1.9 1.9 1.7 1.0 0.4 5.7
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【② 継続雇用者】 

大企業の引上げ率と比較すると、「3％以上～3.5％未満の増加」は中堅企業の方が大企業よりも 2.6ポイ

ント高い。 

 

（大企業 再掲） 

 

（中堅企業） 

 

  

n=162（上段：実数、下段：％）

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

2 3 2 2 4 5 11

1.2 1.9 1.2 1.2 2.5 3.1 6.8

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

11 8 7 13 15 13 8

6.8 4.9 4.3 8.0 9.3 8.0 4.9

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

12 10 7 2 8 5 14

7.4 6.2 4.3 1.2 4.9 3.1 8.6

n=848(上段：実数、下段：％）

0.5%未満の
増加

0.5%以上～
1%未満の
増加

1%以上～
1.5%未満の
増加

1.5%以上～
2%未満の
増加

2%以上～
2.5%未満の
増加

2.5%以上～
3%未満の
増加

3%以上～
3.5%未満の
増加

37 36 49 66 57 74 80

4.4 4.2 5.8 7.8 6.7 8.7 9.4

3.5%以上～
4%未満の
増加

4%以上～
4.5%未満の
増加

4.5%以上～
5%未満の
増加

5%以上～
5.5%未満の
増加

5.5%以上～
6%未満の
増加

6%以上～
6.5%未満の
増加

6.5%以上～
7%未満の
増加

50 71 46 69 24 29 18

5.9 8.4 5.4 8.1 2.8 3.4 2.1

7%以上～
7.5%未満の
増加

7.5%以上～
8%未満の
増加

8%以上～
8.5%未満の
増加

8.5%以上～
9%未満の
増加

9%以上～
9.5%未満の
増加

9.5%以上～
10%未満の
増加

10%以上の
増加

27 17 15 13 10 9 51

3.2 2.0 1.8 1.5 1.2 1.1 6.0
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